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   (百万円未満切捨て)

 
1. 20年３月期の業績（平成19年４月１日～平成20年３月31日） 
 (1) 経 営 成 績 (％表示は対前期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年３月期 11,689 △ 7.4 1,281 △ 31.5 1,085 △ 36.3 761 9.9 

19年３月期 12,624 39.0 1,871 62.0 1,703 63.5 692 2.1 

 

 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

自 己 資 本
当期純利益率

総 資 産 
経 常 利 益 率 

売 上 高
営 業 利 益 率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年３月期 23.39  ─ 24.4 8.6 10.9

19年３月期 21.26  ─ 26.7 15.1 14.8
 
 (参考) 持分法投資損益   20年３月期      ―百万円   19年３月期      ―百万円 
 
 (2) 財 政 状 態 

 総  資  産 純  資  産 自己資本比率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円 銭

20年３月期 13,139 3,318 25.3 101.99

19年３月期 12,160 2,915 24.0 89.54
 
 (参考) 自己資本   20年３月期    3,318百万円   19年３月期    2,915百万円 
 
 (3) キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 
キャッシュ・フロー 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

百万円 百万円 百万円 百万円

20年３月期 754 △ 956 577 1,449 

19年３月期 1,258 △ 306 △ 485 1,073 

 
2. 配 当 の 状 況 

 １株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期  末 年  間

配 当 金 総 額 
(年間) 

配 当 性 向 純資産配当率 

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年３月期 
20年３月期 

─ 
3.50 

6.00 
3.50 

6.00
7.00

195 
227 

28.2 
29.9 

7.5
7.3

21年３月期 
(予想) 

3.50 3.50 7.00 32.5 

 
3. 21年３月期の業績予想（平成20年４月１日～平成21年３月31日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率) 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 １株当たり当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期累計期間 6,000 (18.1) 665 (4.3) 585 (△0.8) 350 (△27.6) 10.76 

通  期 12,000 (2.7) 1,330 (3.8) 1,170   (7.8) 700 (△8.0) 21.52 
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4. そ  の  他 

(1) 重要な会計方針の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更          有 

② ①以外の変更                 有 

〔(注) 詳細は、17～18ページ「重要な会計方針」および19ページ「重要な会計方針の変更」をご覧く

ださい。〕 

 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）  20年３月期32,624,000株   19年３月期32,624,000株 

② 期末自己株式数            20年３月期  90,828株   19年３月期  65,834株 

(注) １株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、32ページ「１株当たり情報」を

ご覧ください。 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績予想見通し等の将来に関する記述は､ 当社が現在入手している情報およ

び合理的であると判断する一定の前提に基づいており､ 実際の業績等は様々な要因により大きく異なる

可能性があります｡ 業績予想の前提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい

ては、３ページ「１ 経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
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１ 経営成績 

(1) 経営成績に関する分析 

当事業年度におけるわが国経済は、輸出の増加や堅調な設備投資に支えられ、景気は緩やかな回復基

調で推移しましたが、年度の後半から米国のサブプライム問題に端を発した金融市場の混乱や株価の大

幅な下落、原油価格に代表される原材料価格の高止まりなど、景気の先行きに不透明感が増してまいり

ました。 

当工作機械業界におきましても、グローバル化の進展により、アジア・欧米を中心にいわゆる外需主

導により、好調な受注状況を継続しておりますが、今後米国の景気後退が予想される等先行きにつきま

しては、若干の懸念材料が出てきております。 

そのような経営環境の中、当社は、主要顧客であります半導体関連業界およびデジタル家電業界に代

表されるハイテク関連業界等に国内外市場で積極的に販売活動を展開してまいりました。 

その結果、経営成績は、以下のようになりました。 

① ラップ盤 

300ミリ径半導体シリコンウエーハの増産のための設備投資需要は堅調に推移しましたが、デジタ

ル家電向各種ガラス基板増産のための設備投資につきましては、発注時期の年度後半へのずれ込み等

から売上高は7,132百万円（前年同期比19.7％減）となりました。 

② ホブ盤、フライス盤、レンズ加工機 

ホブ盤は、アジア地域を中心に受注が増加しており、フライス盤、レンズ加工機につきましても、

新規受注増とデジカメ向の設備増設需要等から、売上高は1,585百万円（前年同期比74.5％増）とな

りました。 

③ ＣＭＰ・ＣＭＧ 

300ミリ径半導体シリコンウエーハ用の新製品である薄型対応機が、継続して売上に寄与し、売上

高は860百万円（前年同期比5.9％減）となりました。 

④ 精密部品、組立加工等 

引き続きラップ盤の有力顧客への消耗部品、および販売した製品の品質向上のための改造部品の受

注が堅調に推移し、売上高は2,111百万円（前年同期比10.3％増）となりました。 

以上の結果、当事業年度の受注高は11,578百万円（前年同期比0.7％減)、売上高は11,689百万円 

(前年同期比7.4％減)、営業利益は1,281百万円（前年同期比31.5％減)、経常利益は1,085百万円（前

年同期比36.3％減)、当期純利益は761百万円（前年同期比9.9％増）となりました。 

 

今後の経済見通しにつきましては、サブプライム問題の広がりにより米国経済が後退局面に入るこ

とが懸念され、急速な円高・ドル安ならびに原油価格の高止まり、原材料価格の高騰などが、企業業

績全般に悪影響を及ぼし、さらに個人消費も鈍化するなど、景気の先行きに対する懸念が強まってお

ります。 

しかしながら、当社の主要ユーザーでありますハイテク関連業界からの需要は、若干の波はあるも

のの底堅く推移することが見込まれ、マーケットも中国・インド・欧州等にグローバルに拡大しつつ

あります。 

このような環境の中、当社は、より一層の生産の効率化、業容の拡大ならびに収益力の向上をはか

り、経営基盤の着実な強化を目指す所存であります。 

次期の業績見通しにつきましては、売上高は12,000百万円（前年同期比2.7％増)、営業利益は

1,330百万円（前年同期比3.8％増)、経常利益は1,170百万円（前年同期比7.8％増)、当期純利益700

百万円（前年同期比8.0％減）を見込んでおります。 

 

本資料に記載されている業績予想見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報お

よび合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異

なる可能性があります。 
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(2) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

1) 資産 

流動資産は、前事業年度末に比べて、1.8％増加し、8,983百万円となりました。これは、主とし

て現金及び預金が375百万円増加したことなどによります。 

固定資産は、前事業年度末に比べて、24.5％増加し、4,156百万円となりました。 

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて8.1％増加し、13,139百万円となりました。 

2) 負債 

流動負債は、前事業年度末に比べて、21.6％増加し、8,354百万円となりました。これは、主と

して一年以内返済長期借入金が1,778百万円増加したことなどによります。 

固定負債は、前事業年度末に比べて、38.2％減少し、1,467百万円となりました。 

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて、6.2％増加し、9,821百万円となりました。 

3) 純資産 

純資産合計は、前事業年度末に比べて、13.8％増加し、3,318百万円となりました。これは、主

として利益剰余金が451百万円増加したことなどによります。 

② キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下｢資金｣という）は、前事業年度末に比べ375百万円

増加し、当事業年度末には、1,449百万円となりました。 

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

1) 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は754百万円（前事業年度比40.0％減）となりました。 

収入の主な内訳は、税引前当期純利益1,077百万円、売上債権の減少額362百万円であり、支出の

主な内訳は法人税等の支払額776百万円等であります。 

2) 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は956百万円（前事業年度比212.3％増）となりました。 

これは、主に有形固定資産の取得による支出950百万円であります。 

3) 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果調達した資金は577百万円（前事業年度比―）となりました。 

これは、下半期及び下半期以降受注分の生産活動を万全にするため、新たな工場用地の取得が必

要になったためであります。 
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(参考)キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期 平成20年３月期

自己資本比率 (％) 17.9 19.1 22.0 24.0 25.3 

時価ベースの 
自己資本比率 

(％) 63.1 74.1 118.4 87.3 37.9 

キャッシュ・フロー 
対有利子負債比率 

(％) 1,523.6 885.4 1,239.8 222.5 488.8 

インタレスト・ 
カバレッジ・レシオ 

(倍) 2.5 4.4 3.6 22.1 9.9 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

(注１) 株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。 

(注２) キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

(注３) 有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。 

 

(3) 利益配分に関する基本方針および当期・次期の配当 

当社は、安定的な経営基盤の確保に努めるとともに、株主のみなさまへの利益還元を経営の重要な課

題と位置づけております。 

配当につきましては、企業体質の強化および今後の事業展開等を勘案したうえで､「業績・収益状況

に対応した配当の実施」を目指しております。 

内部留保金につきましては、財務体質の強化および将来にわたる安定した株主利益の確保のため、事

業の拡大、生産性向上のための投資および厳しい経営環境に勝ち残るための新技術、新製品開発のため

等に、有効活用していきたいと考えております。 

なお、自己株式の取得につきましては、当社の成長、発展のためのより良い資本政策を検討し、時宜

にかなった決定をしてまいります。 

上記方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、財務体質の強化と今後の事業拡大に必

要な内部留保の充実等を勘案したうえで、本日開催の取締役会決議により、１株につき3.5円（中間配

当金を含めて年間配当金７円）とさせていただきました。 

これにより、当事業年度の配当金総額は、227百万円となりました。 

なお、翌事業年度の配当金は、１株につき中間配当金3.5円、期末配当金3.5円の年間配当金７円を予

定しております。 
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(4) 事業等のリスク 

当社の業績は、今後起こりうる様々な要因により大きな影響を受ける可能性があります。 

以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載して

おります。 

当社はこれらリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の予防および発生した場合の対応に努める

方針であります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

① 製品の製造について 

当社は、基本的に全ての製品を当社足利工場１ヵ所にて製造しております。 

万一、自然災害等による生産設備への被害など不測の事態が生じた場合には、製品の製造に支障を

きたす可能性があります。 

また、製品製造に必要な重要な部材の高騰等により、調達に困難をきたすような事態が生じた場合

にも、同様のリスク発生の可能性があります。 

② 製造物責任について 

当社では、製品出荷時の検査、アフターサービスにおいて万全の体制を敷いており、また「ＰＬ－

ＣＥ作業委員会」で定期的に製品の危険性をチェックし、さらに取扱説明書等の充実による予防措置

等に万全を期しておりますが、万一、当社の過失による製造物責任問題が発生した場合、当社業績に

影響を及ぼす可能性があります。 

③ 知的財産権の侵害について 

当社では､「知的財産委員会」を設け、専従員を就けて従業員の特許出願を促し、また、特許調査

を行うことにより、当社の生産・開発行為が他社の知的財産権を侵すことのないように努めておりま

す。 

当社が第三者より知的財産権に関する侵害訴訟等を提起されている事実は現在ありませんが、万一、

知的財産権を巡っての係争が発生した場合には当社の業績に影響を与える可能性があります。 
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２ 企業集団の状況 

当社の企業集団は、当社および非連結子会社２社で構成され、平面ラップ盤（以下ラップ盤）、ホブ盤、

フライス盤、レンズ加工機、マシニングセンタ、ＣＭＰ、その他の工作機械の製造販売を行っており、主

要な製品の用途および販売先主要業種は､ 次のとおりであります。 

なお、非連結子会社のうち、ハマイエンジニアリング㈱は、主に当社への人材派遣と当社製品のメンテ

ナンスサービス等の請負業務を行っております。 

 

機     種 用     途 販 売 先 主 要 業 種 

ラ ッ プ 盤 精密研磨加工 
ハードディスク基板・シリコンウエーハ・水晶振動子・液晶パネ
ル等の製造業 

ホ ブ 盤 歯車切削加工 時計・電動工具・釣具・事務機等の製造業 

フ ラ イ ス 盤 鋼材等の加工 金型製造業 

レ ン ズ 加 工 機 レンズ加工 
デジタルカメラ・カメラ付携帯電話向等のレンズ製造業および加
工業 

マ シ ニ ン グ セ ン タ 
金型加工・自動車等の
部品加工 

金型製造業、自動車部品加工業 

Ｃ Ｍ Ｐ 精密研磨加工 ＯＥＭ生産（最終販売先：シリコンウエーハ製造業） 

 

事業の系統図は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (注) 当社とハマイインタナショナル株式会社との間に営業上の取引はありません。 
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３ 経営方針 

(1) 会社の経営の基本方針 

当社は、創業以来、工作機械づくりで蓄積してきた精密加工技術を活かし、高精度加工機械をハイテ

ク関連業界を中心としたお客様へ、ニーズに即応して提供していくことを基本方針としております。 

具体的には、以下３点を経営の基本方針としております。 

① ゆるぎない品質の精密機械で産業の発展に貢献する。 

② すべての事業活動において、環境保全に積極的に取り組む。 

③ 法令等の遵守を徹底するとともに、ステークホルダーのより高い満足を得ていく。 

当社は、この経営の基本方針に基づいて、価値ある製品を市場に提供し、顧客の満足を得ると同時に

適正に得られた利益を株主と従業員に還元し、グローバル化の推進と企業価値を高める経営を継続する

ことで、産業と社会の発展に貢献することを目指しております。 

(2) 目標とする経営指標 

当社は、顧客第一主義の観点からの「製品の品質最重視」と収益重視の経営の観点から「企業体力・

収益力の強化」を重要な経営目標としております。 

特に、収益力につきましては、製品売価の適正化と原価低減諸施策の実行により、収益力のさらなる

強化をはかっております。 

目標経営指標といたしましては、業績・収益状況に対応した配当を実現しつつ、企業体力の一層の充

実をはかることにより、早期に「自己資本比率」30％以上の達成を目指してまいります。 

(3) 中長期的な会社の経営戦略 

当社は､「中期経営計画｣（平成20年度～平成22年度）を策定し、推進中であります。 

<中期経営目標>（主要目標） 

① グローバル企業として､「ホブ盤のＨＡＭＡＩ｣「ラップ盤のＨＡＭＡＩ」のブランドを確立する。

そのために国内外での販売網・販売拠点の整備を進める。 

② 新製品の開発力・開発体制を強化して、顧客にとって魅力ある商品のラインアップを増やす。 

③ ｢戦略的な投資」を賄いうる十分な売上と利益を安定的に確保する。 

④ 生産管理の改善によりコストを引き下げ、価格下落圧力のもとでも十分な利益を確保できる体制を

構築する。 

⑤ 販路拡大を目指すと同時に、顧客満足度向上につながるテクニカルサービス体制の構築も進める。 

⑥ 生産性の向上を目指し、定期的かつ戦略的な設備投資を行う。 

⑦ 財務体質の強化をはかるとともに、継続して株主への利益還元を行うことを目指す。 

⑧ 環境保護への積極参加等、ＣＳＲ活動を重要な経営課題の一つとして取り組み、各ステークホルダ

ーの満足を得られる企業となる。 
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(4) 会社の対処すべき課題 

当社は、中期経営目標を達成し、かつ長期的に競争力を維持し、また、成長していくために、以下の

対処すべき課題に積極的に取り組み、一層の業容の拡大、収益力の強化を進める所存であります。 

① 新製品の開発力・開発体制の強化 

市場・ユーザーのニーズに即応した新製品および他社と差別化した高品質かつ高機能の製品を素早

く提供するための技術開発力、開発体制を一層強化してまいります。 

② 営業体制の強化 

ユーザーのニーズを的確に把握、素早く対処するためのユーザーに密着した営業体制を継続、強化

すると同時に、新規顧客の開拓および海外新市場の開拓をめざし海外販売代理店網の拡充もはかって

まいります。 

③ 子会社との連携 

サービス・メンテナンス業務を主業務とするハマイエンジニアリング㈱との連携をさらに進め、顧

客サービス向上を目指して、国内外でのテクニカルサービス体制の構築をはかってまいります。 

また、協力して技能・技術の伝承も人材の育成とあわせて、一層推進してまいります。 

④ 戦略的分野への人員の拡充と確保 

技術系新卒者の採用環境は引き続き厳しい状況ですが、技術開発力強化のための技術部の拡充等戦

略的分野には、積極的に人員を投入し、そのための人員確保は、継続して強力に推進してまいります。 

⑤ 内部統制システムの本格稼動と業務管理体制の向上 

内部統制システムの本格稼動にあわせ、リスク管理やコンプライアンスを徹底し、内部統制の行き

届いた業務管理体制を構築してまいります。 

同時に業務の効率化、生産性の向上もあわせて取り組んでまいります。 

⑥ 環境保全・ＣＳＲ活動への取組推進 

当社は、企業の社会的責任（ＣＳＲ)の視点に立って、高い倫理性を持って、環境保全や省資源化

にも配慮した事業活動を行ってまいります。 
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４ 財 務 諸 表 等 

 (1) 貸 借 対 照 表 

(単位 千円) 

  
前 事 業 年 度 
(平成19年３月31日現在) 

当 事 業 年 度 
(平成20年３月31日現在) 

増    減

区     分 
注記 
番号 
金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額

   ％ ％ 

(資 産 の 部)       

Ⅰ 流 動 資 産       

 １ 現 金 及 び 預 金  1,073,985  1,449,081  375,096 

 ２ 受 取 手 形 
※ 
※ 
※ 

２ 
３ 
４ 

1,885,840  300,759   △ 1,585,081

 ３ 売 掛 金  3,394,900  4,617,221  1,222,321 

 ４ 製 品  4,465  278,252  273,787 

 ５ 原 材 料  68,179  90,435  22,256 

 ６ 仕 掛 品  2,220,953  2,030,502   △ 190,451

７ 前 払 費 用  6,303  6,226   △ 77

８ 繰 延 税 金 資 産  108,442  85,480   △ 22,962

９ 短 期 貸 付 金 ※１ 30,675  31,950  1,275 

10 そ の 他  42,150  112,016  69,866 

   貸 倒 引 当 金   △ 14,235   △ 18,771   △ 4,536

   流 動 資 産 合 計  8,821,661 72.5 8,983,156 68.4 161,495 

Ⅱ 固 定 資 産       

 １ 有 形 固 定 資 産       

  (1) 建 物 ※２ 898,166  1,081,470  183,304 

  (2) 構 築 物  17,448  16,713   △ 735

  (3) 機 械 及 び 装 置 ※２ 241,921  200,043   △ 41,878

  (4) 車 両 運 搬 具  5,207  3,854   △ 1,353

  (5) 工具器具及び備品  101,688  82,074   △ 19,614

  (6) 土 地 ※２ 1,667,439  2,258,479  591,040 

(7) 建 設 仮 勘 定  ―  6,000  6,000 

    有形固定資産合計  2,931,871 24.1 3,648,635 27.8 716,764 

 ２ 無 形 固 定 資 産       

    そ の 他  1,941  1,936   △ 5

    無形固定資産合計  1,941 0.0 1,936 0.0  △ 5
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(単位 千円) 

  
前 事 業 年 度  
(平成19年３月31日現在) 

当 事 業 年 度  
(平成20年３月31日現在) 

増    減

区     分 
注記 
番号 
金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額

 ％ ％ 

 ３ 投資その他の資産       

  (1) 投 資 有 価 証 券 ※２ 286,029  242,359   △ 43,670

  (2) 関 係 会 社 株 式  11,350  11,350  ― 

  (3) 出 資 金  40  40  ― 

(4) 繰 延 税 金 資 産  72,216  213,160  140,944 

  (5) 事 業 保 険 掛 金  4,815  9,170  4,355 

  (6) 会 員 権 ※２ 22,700  22,700  ― 

  (7) そ の 他  18,882  18,898  16 

    貸 倒 引 当 金   △ 11,236   △ 11,415   △ 179 

投資その他の資産合計  404,797 3.4 506,263 3.8 101,466 

   固 定 資 産 合 計  3,338,610 27.5 4,156,835 31.6 818,225 

資 産 合 計  12,160,271 100.0 13,139,991 100.0 979,720 

       

(負 債 の 部)       

Ⅰ 流 動 負 債       

 １ 支 払 手 形 ※４ 3,587,376  3,730,003  142,627 

 ２ 買 掛 金  1,166,254  1,059,722   △ 106,532

 ３ 短 期 借 入 金 ※２ 717,000  717,000  ― 

 ４ 一年以内返済予定の長期借入金 
※２ 
※５ 

482,000  2,260,000  1,778,000 

 ５ 未 払 金  31,535  22,332   △ 9,203

 ６ 未 払 費 用  299,382  355,156  55,774 

 ７ 未 払 法 人 税 等  446,677  79,435   △ 367,242

 ８ 前 受 金  32,619  68,572  35,953 

 ９ 預 り 金  10,146  16,201  6,055 

 10 設 備 支 払 手 形  90,113  20,034   △ 70,079

 11 そ の 他  8,567  26,005  17,438 

   流 動 負 債 合 計  6,871,673 56.5 8,354,464 63.6 1,482,791 

Ⅱ 固 定 負 債       

 １ 長 期 借 入 金 
※２ 
※５ 

1,600,000  710,000   △ 890,000

２ 長 期 未 払 金  10,125  264,294  254,169 

 ３ 退 職 給 付 引 当 金  510,279  493,041   △ 17,238

４ 役員退職慰労引当金  253,089  ―   △ 253,089

   固 定 負 債 合 計  2,373,493 19.5 1,467,335 11.1  △ 906,158

負 債 合 計  9,245,166 76.0 9,821,799 74.7 576,633 
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(単位 千円) 

  
前 事 業 年 度  
(平成19年３月31日現在) 

当 事 業 年 度  
(平成20年３月31日現在) 

増    減

区     分 
注記 
番号 
金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額

   ％ ％ 

(純 資 産 の 部)       

Ⅰ 株 主 資 本       

１ 資 本 金  2,050,186  2,050,186  ― 

２ 利 益 剰 余 金       

  (1) 利 益 準 備 金  ―  30,924  30,924 

  (2) その他利益剰余金  855,594  1,276,509  420,915 

繰 越 利 益 剰 余 金  855,594  1,276,509  420,915 

利 益 剰 余 金 合 計  855,594  1,307,433  451,839 

３ 自 己 株 式   △ 10,001   △ 16,534   △ 6,533

株 主 資 本 合 計  2,895,778 23.8 3,341,085 25.4 445,307 

Ⅱ 評価・換算差額等       

１ その他有価証券評価差額金  19,413   △ 10,877   △ 30,290

２ 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益   △ 87   △ 12,016   △ 11,929

評価・換算差額等合計  19,326 0.2  △ 22,893  △ 0.1  △ 42,219

純 資 産 合 計  2,915,104 24.0 3,318,191 25.3 403,087 

負 債 純 資 産 合 計  12,160,271 100.0 13,139,991 100.0 979,720 
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 (2) 損 益 計 算 書 

(単位 千円) 

  
前 事 業 年 度 

( 自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

当 事 業 年 度 

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

増    減

区     分 
注記 
番号 
金    額 百 分 比 金    額 百 分 比 金    額

 ％ ％ 

Ⅰ 売 上 高  12,624,016 100.0 11,689,926 100.0  △ 934,090

Ⅱ 売 上 原 価  9,808,170 77.7 9,254,055 79.2  △ 554,115

   売 上 総 利 益  2,815,846 22.3 2,435,871 20.8  △ 379,975

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２ 944,655 7.5 1,154,678 9.9 210,023 

営 業 利 益  1,871,191 14.8 1,281,193 10.9  △ 589,998

Ⅳ 営 業 外 収 益  (24,223) 0.2 (31,870) 0.3 (7,647)

 １ 受 取 利 息 ※１ 865  1,238  373 

 ２ 受 取 配 当 金  600  2,928  2,328 

 ３ 賃 貸 料  6,557  7,084  527 

４ 古 物 売 却 代  6,236  10,712  4,476 

５ そ の 他 の 収 益  9,963  9,905   △ 58

Ⅴ 営 業 外 費 用  (192,256) 1.5 (227,668) 1.9 (35,412)

 １ 支 払 利 息  57,182  76,300  19,118 

２ 為 替 差 損  ―  35,665  35,665 

３ 支 払 手 数 料  24,170  4,767   △ 19,403

４ た な 卸 資 産 廃 棄 損  104,830  101,185   △ 3,645

５ そ の 他 の 費 用  6,072  9,749  3,677 

経 常 利 益  1,703,158 13.5 1,085,394 9.3  △ 617,764

Ⅵ 特 別 利 益  (10,270) 0.1 (―) ― (△  10,270)

貸 倒 引 当 金 戻 入 益  10,270  ―  △  10,270 

Ⅶ 特 別 損 失  (356,093) 2.8 (7,835) 0.1 (△ 348,258)

 １ 固 定 資 産 売 却 損 ※３ 90,985  ―  △  90,985 

 ２ 固 定 資 産 除 却 損 ※４ 585  7,835  7,250 

３ 会 員 権 評 価 損  2,280  ―  △  2,280 

４ 役員退職慰労引当金繰入額  262,242  ―  △ 262,242 

   税 引 前 当 期 純 利 益  1,357,335 10.8 1,077,559 9.2 △ 279,776 

法人税、住民税及び事業税  678,762 5.4 412,980 3.5 △ 265,782 

法 人 税 等 調 整 額   △ 13,835  △ 0.1  △ 96,507 △0.8 △  82,672 

当 期 純 利 益  692,408 5.5 761,085 6.5 68,677 
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 (3) 株主資本等変動計算書 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(単位 千円) 

株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金
 

資 本 金

繰越利益剰余金
利益剰余金合計

自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高 2,050,186 163,185 163,185 △7,815 2,205,555

事 業 年 度 中 の 変 動 額  

当 期 純 利 益 ― 692,408 692,408 ― 692,408

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― △2,186 △2,186

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額 (純額 )

 

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― 692,408 692,408 △2,186 690,222

平 成 1 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,050,186 855,594 855,594 △10,001 2,895,778

 

評価・換算差額等 

 
その他有価証券 
評 価 差 額 金 

繰延ヘッジ損益 
評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

純 資 産 合 計 

平 成 18 年 ３ 月 31 日 残 高 73,596 ― 73,596 2,279,152

事 業 年 度 中 の 変 動 額  

当 期 純 利 益  692,408

自 己 株 式 の 取 得  △2,186

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額 (純額 )

△54,182 △87 △54,270 △54,270

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △54,182 △87 △54,270 635,951

平 成 1 9 年 ３ 月 3 1 日 残 高 19,413 △87 19,326 2,915,104
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当事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

(単位 千円) 

株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

その他 
利益剰余金 

 
資本金 

利益準備金 
繰越利益剰余金

利益剰余金合計
自己株式 株主資本合計

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高 2,050,186 ― 855,594 855,594 △10,001 2,895,778

事 業 年 度 中 の 変 動 額   

剰 余 金 の 配 当 ― 30,924 △340,170 △309,246 ― △309,246

当 期 純 利 益 ― ― 761,085 761,085 ― 761,085

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ― ― △6,532 △6,532

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額 (純額 )

  

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 ― 30,924 420,915 451,839 △6,532 445,306

平 成 20 年 ３ 月 3 1 日 残 高 2,050,186 30,924 1,276,509 1,307,433 △16,534 3,341,085

 

評価・換算差額等 

 
その他有価証券 
評 価 差 額 金 

繰延ヘッジ損益 
評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

純 資 産 合 計 

平 成 19 年 ３ 月 31 日 残 高 19,413 △87 19,326 2,915,104

事 業 年 度 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当  △309,246

当 期 純 利 益  761,085

自 己 株 式 の 取 得  △6,532

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額 (純額 )

△30,291 △11,928 △42,220 △42,220

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △30,291 △11,928 △42,220 403,086

平 成 20 年 ３ 月 3 1 日 残 高 △10,877 △12,016 △22,893 3,318,191
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 (4) キャッシュ・フロー計算書 

(単位 千円) 

  
前 事 業 年 度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

当 事 業 年 度 

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

増   減 

区     分 
注記 
番号 

金      額 金      額 金   額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 税 引 前 当 期 純 利 益  1,357,335 1,077,559 △ 279,776

 ２ 減 価 償 却 費  158,721 183,203 24,482 

３ 貸倒引当金の増加額又は減少額(△)      △ 10,270 4,713 14,983 

４ 退 職 給 付 引 当 金 の 減 少 額      △ 239     △ 17,237 △ 16,998

５ 役員退職慰労引当金の増加額又は減少額(△)  253,089     △ 253,089 △ 506,178

６ 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金      △ 1,465     △ 4,167 △ 2,702

７ 支 払 利 息  57,182 76,300 19,118 

８ 支 払 手 数 料  24,170 4,767 △ 19,403

９ 有 形 固 定 資 産 売 却 損  90,985 ― △ 90,985

10 有 形 固 定 資 産 除 却 損  585 7,835 7,250 

11 会 員 権 評 価 損  2,280 ― △ 2,280

12 売上債権の増加額(△)又は減少額      △ 955,591 362,759 1,318,350 

13 た な 卸 資 産 の 増 加 額      △ 429,886     △ 137,642 292,244 

14 仕 入 債 務 の 増 加 額  1,406,270 36,094 △ 1,370,176

15 長 期 未 払 金 の 増 加 額  ― 254,169 254,169 

16 そ の 他  62,293 12,902 △ 49,391

    小          計  2,015,459 1,608,168 △ 407,291

17 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  1,465 4,167 2,702 

18 利 息 の 支 払 額      △ 56,897     △ 76,274 △ 19,377

19 手 数 料 の 支 払 額      △ 23,662     △ 5,724 17,938 

20 法 人 税 等 の 支 払 額      △ 678,267     △ 776,043 △ 97,776

営業活動によるキャッシュ・フロー  1,258,098 754,293 △ 503,805

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 有形固定資産の取得による支出      △ 338,664     △ 950,603 △ 611,939

 ２ 有形固定資産の売却による収入  243,295 ― △ 243,295

３ 投資有価証券の取得による支出      △ 200,334 ― 200,334 

４ 関係会社株式の取得による支出      △ 10,000 ― 10,000 

５ その他投資の取得による支出      △ 290     △ 4,414 △ 4,124

６ その他投資の売却による収入  376 44 △ 332

７ 短 期 貸 付 け に よ る 支 出      △ 1,250     △ 4,095 △ 2,845

８ 短期貸付金の回収による収入  655 2,820 2,165 

投資活動によるキャッシュ・フロー      △ 306,213     △ 956,248 △ 650,035

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

 １ 短 期 借 入 れ に よ る 収 入  1,800,000 857,000 △ 943,000

 ２ 短期借入金の返済による支出      △ 2,894,500     △ 857,000 2,037,500 

３ 長 期 借 入 れ に よ る 収 入  3,150,000 4,570,000 1,420,000 

 ４ 長期借入金の返済による支出      △ 2,538,680     △ 3,682,000 △ 1,143,320

５ 配 当 金 の 支 払 額  ―     △ 304,415 △ 304,415

６ そ の 他      △ 2,186     △ 6,532 △ 4,346

財務活動によるキャッシュ・フロー      △ 485,366 577,051 1,062,417 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額  466,518 375,096 △ 91,422

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  607,466 1,073,985 466,519 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,073,985 1,449,081 375,096 
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(5) 重 要 な 会 計 方 針 
 

前 事 業 年 度 

( 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日 ) 
 

当 事 業 年 度 

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

   (1) その他有価証券 

     時価のあるもの 

     決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直入法により処理し、売却

原価は、移動平均法により算定) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

   (1) その他有価証券 

     時価のあるもの 

同  左 

     時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

   (2) 子会社株式 

     移動平均法による原価法 

     時価のないもの 

     同  左 

   (2) 子会社株式 

     同  左 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

   時価法 

２ デリバティブの評価基準及び評価方法 

   同  左 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準  原価法 

評価方法 製品、仕掛品 個別法 

 原材料 先入先出法
 

３ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   同  左 

４ 固定資産の減価償却の方法 

   (1) 有形固定資産 

     定率法によっております。 

但し、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備は除く）については、定額法を

採用しております。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

   (1) 有形固定資産 

     同  左 

 

    (会計方針の変更) 

    法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定資産について、

改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更し

ております。 

    これにより営業利益、経常利益および税引前当期

純利益は、それぞれ5,606千円減少しております。

   (追加情報) 

    法人税法改正に伴い、平成19年３月31日以前に取

得した資産については、改正前の法人税法に基づく

減価償却の方法の適用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、取得価額の５％相

当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しております。 

    これにより営業利益、経常利益および税引前当期

純利益は、それぞれ3,046千円減少しております。

   (2) 無形固定資産 

     定額法によっております。 

   (2) 無形固定資産 

     同  左 

５ 引当金の計上基準 

   (1) 貸 倒 引 当 金 

     貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 

５ 引当金の計上基準 

   (1) 貸 倒 引 当 金 

     同  左 

   (2) 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、計上しております。なお、退職給付債務に

ついては簡便法により算定しております。 

   (2) 退職給付引当金 

同  左 
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前 事 業 年 度 

( 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日 ) 
 

当 事 業 年 度  

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

   (3) 役員退職慰労引当金 
     役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退

職慰労金規程に基づく期末要支給額を計上して
おります。 

   (3) 役員退職慰労引当金 
────── 

    (追加情報) 
    従来、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内
規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金とし
て計上しておりましたが、平成19年４月16日開催の
取締役会において、役員退職慰労金制度を廃止する
ことを決議いたしました。また、平成19年６月28日
開催の定時株主総会において、同株主総会終結時ま
での在任期間に対応する役員退職慰労金の打ち切り
支給および支給の時期を各役員の退任時とすること
を決議しております。これにより、役員退職慰労金
に係る内規を廃止し、当事業年度より役員退職慰労
引当金は全額取崩して固定負債の「長期未払金」に
計上しております。 

６ リース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ
っております。 

６ リース取引の処理方法 
   同  左 

７ ヘッジ会計の方法 
   (1) ヘッジ会計の方法 
     金利スワップについては、特例処理の要件を満

たしている場合は、特例処理を採用しておりま
す。 

     また、為替予約が付されている外貨建金銭債権
債務等については、振当処理を行っておりま
す。 

７ ヘッジ会計の方法 
   (1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理によっております。 
金利スワップについては、特例処理の要件を満
たしている場合は、特例処理を採用しておりま
す。 
また、為替予約が付されている外貨建金銭債権
債務等については、振当処理を行っておりま
す。 

   (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
(ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 
金利スワップ 
為替予約 

借入金の利息 
外貨建金銭 
債権債務等 

 

   (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
同  左 

   (3) ヘッジ方針 
     外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する

目的で為替予約取引を行い、また、借入金の金
利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取
引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契約
毎に行っております。 

   (3) ヘッジ方針 
同  左 

   (4) ヘッジの有効性評価の方法 
     各取引ごとにヘッジ有効性の評価を行っており

ますが、金利スワップの特例処理の要件を満た
している場合は、その判定をもって有効性の判
定に代えております。 

     また、為替予約については、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象に関する重要な条件が同一であり、継続
して為替の変動による影響を相殺する効果が見
込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略し
ております。 

   (4) ヘッジの有効性評価の方法 
ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間に
おいて、ヘッジ対象の相場変動またはキャッシ
ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動
またはキャッシュ・フロー変動の累計とを比較
し、両者の変動額等を基礎にして判定しており
ます。 
なお、金利スワップの特例処理の要件を満たし
ている場合は、その判定をもって有効性の判定
に代えております。 
また、為替予約については、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象に関する重要な条件が同一であり、継続
して為替の変動による影響を相殺する効果が見
込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略し
ております。 

８ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
   手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に
満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で
あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない短期的な投資 

８ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
   同  左 

９ 消費税等の処理方法 
   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によ
っております。 

９ 消費税等の処理方法 
   同  左 
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(6) 重要な会計方針の変更 
 

前 事 業 年 度 

( 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日 ) 
 

当 事 業 年 度  

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

(役員賞与に関する会計基準) 
当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」(企業会
計基準委員会 平成17年11月29日 企業会計基準第４号)
を適用しております。 
この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益お
よび税引前当期純利益が、19,470千円減少しております。

────── 

(役員退職慰労引当金) 
役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処理して
おりましたが、当事業年度より「役員退職慰労金規程」に
基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する
方法に変更しました。 
この変更は、企業会計基準第４号「役員賞与に関する会
計基準」により役員賞与が引当金計上を含め費用処理され
ることとなったことをはじめ、監査第一委員会報告第42号
｢租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準
備金に関する監査上の取扱い」の改正についての公開草案
の公表を契機に、当社においても将来の支出時における一
時的負担の増大を避け、期間損益の適正化および財務内容
の健全化をはかるため、役員退職慰労金を役員の在任期間
に亘って合理的に費用配分したことによります。 
この変更により、当事業年度発生額10,233千円は販売費
及び一般管理費へ、過年度分相当額262,242千円は特別損
失に計上しております。この結果、従来と同一の方法を採
用した場合と比べ、営業利益および経常利益は10,233千
円、税引前当期純利益は272,475千円減少しております。
なお、当該会計処理の変更が当下半期に行われたのは、
上記公開草案の公表を契機に、従来の当社の優先課題たる
財務体質の強化および今後の事業展開に必要な内部留保の
充実等も勘案しつつ、役員退職慰労金の引当金計上につい
て下半期に検討を開始したためであり、平成19年３月26日
開催の取締役会で当該引当金計上について、合意が得られ
たことによります。 
従って、当中間会計期間は従来の方法によっており、変
更後の方法によった場合と比べ、当中間会計期間の営業利
益および経常利益は10,233千円、税引前中間純利益は
272,475千円多く計上されております。 

────── 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等) 
当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す
る会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日
企業会計基準第５号)および「貸借対照表の純資産の部の
表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委員
会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を
適用しております。 
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は
2,915,192千円であります。 
財務諸表等規則の改正により、当事業年度における財務
諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成しておりま
す。 

────── 

────── (売上高) 
従来、製品の売上計上基準については「出荷基準」によ
っておりましたが、当事業年度より、国内は「据付完了基
準｣、海外は「船積基準」に変更しております。 
この変更は、当社製品に対する顧客からの仕様の多様
化、高度化要求等により、特に大型機械の出荷から据付完
了に要する期間の長期化傾向が強まったため、売上債権の
確実性の確保および期間損益の適正化をより高めることを
目的として行ったものです。 
これにより売上高が396,598千円、売上総利益が118,345
千円、営業利益、経常利益および税引前当期純利益は、そ
れぞれ106,038千円減少しております。 
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(7) 表 示 方 法 の 変 更 
 

前 事 業 年 度 

( 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日 ) 
 

当 事 業 年 度  

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

(貸借対照表) 
一年以内返済予定の長期借入金は区分掲記することとし
ました。なお、前事業年度は短期借入金に238,680千円含
まれております。 

────── 

(損益計算書) 
前事業年度までは独立科目で掲記していた金利スワップ
戻入益(当事業年度768千円)は、金額が僅少となったた
め、営業外収益のその他の収益に含めて表示することに変
更しました。 
古物売却代は営業外収益の10/100を超えたため区分掲記
することとしました。なお、前事業年度は営業外収益のそ
の他の収益に1,912千円含まれております。 
たな卸資産廃棄損は営業外費用の10/100を超えたため区
分掲記することとしました。なお、前事業年度は営業外費
用のその他の費用に11,213千円含まれております。 

(損益計算書) 
為替差損は営業外費用の10/100を超えたため区分掲記す
ることとしました。なお、前事業年度は営業外費用のその
他の費用に2,957千円含まれております。 

 
(8) 財務諸表に関する注記事項 

(貸借対照表関係) 
 

前 事 業 年 度 
(平成19年３月31日現在) 

当 事 業 年 度 
(平成20年３月31日現在) 

※１ 関係会社に係る注記 
   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
関係会社に対するものは下記のとおりであります。 
 短 期 貸 付 金 30,080千円

 

※１ 関係会社に係る注記 
   区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている
関係会社に対するものは下記のとおりであります。 
 短 期 貸 付 金 29,200千円

 
※２ 担 保 資 産 
  (1) 担保に供している資産 

 受 取 手 形 224,739千円
 建    物 896,596千円
 機械及び装置 39,655千円
 土    地 1,667,439千円
 投資有価証券 18,274千円
 会  員  権 12,400千円

    計 2,859,104千円
 上記のうち、 
 工場財団設定分 
 建     物 796,899千円
 機械及び装置 39,655千円
 土     地 1,606,499千円

    計 2,443,054千円
 

※２ 担 保 資 産 
  (1) 担保に供している資産 

 受 取 手 形 ―千円
 建    物 1,080,131千円
 機械及び装置 31,486千円
 土    地 2,258,479千円
 投資有価証券 ―千円
 会  員  権 12,400千円

    計 3,382,496千円
 上記のうち、 
 工場財団設定分 
 建     物 814,686千円
 機械及び装置 31,486千円
 土     地 1,606,499千円

    計 2,452,671千円
 

  (2) 上記に対応する債務 
短 期 借 入 金 244,000千円
一年以内返済予定の長期借入金 462,000千円
長 期 借 入 金 1,440,000千円

   計 2,146,000千円
 

  (2) 上記に対応する債務 
短 期 借 入 金 217,000千円
一年以内返済予定の長期借入金 2,031,250千円
長 期 借 入 金 710,000千円

   計 2,958,250千円
 

────── ※３ 手形割引高 
受取手形割引高 250,262千円

 
※４ 当事業年度末日満期手形の会計処理については、手
形交換日をもって決済処理しております。なお、当
事業年度末日が金融機関の休日であったため、次の
当事業年度末日満期手形が、当事業年度末残高に含
まれております。 
受 取 手 形 26,183千円
支 払 手 形 98,273千円

 

────── 

※５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引
銀行４行と貸出コミットメント契約を締結してお
ります。 
当事業年度末における貸出コミットメントに係る
借入未実行残高等は次のとおりであります。 
貸出コミットメントの総額 2,000,000千円
借入実行残高 600,000千円

差引額 1,400,000千円
 

※５ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引
銀行４行と貸出コミットメント契約を締結してお
ります。 
当事業年度末における貸出コミットメントに係る
借入未実行残高等は次のとおりであります。 
貸出コミットメントの総額 2,000,000千円
借入実行残高 1,150,000千円

差引額 850,000千円
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(損益計算書関係) 

 
前 事 業 年 度  

( 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日 ) 
 

当 事 業 年 度  

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりであります。 

 受 取 利 息 720千円
 

※１ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次の

とおりであります。 

 受 取 利 息 682千円
 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、23,550千円で

あります。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は、27,149千円で

あります。 

※３ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。

 機械及び装置 90,985千円
 

────── 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 27千円

工具器具及び備品 558千円

計 585千円
 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

建物 502千円

構築物 63千円

機械及び装置 7,252千円

工具器具及び備品 18千円

計 7,835千円
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(株主資本等変動計算書関係) 

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 32,624,000 ― ― 32,624,000

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 58,950 6,884 ― 65,834

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加  6,884株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 

一株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成19年５月21日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 195,348 ６ 平成19年３月31日 平成19年６月29日
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当事業年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 32,624,000 ― ― 32,624,000

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 65,834 24,994 ― 90,828

 
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 24,994株 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年５月21日 

取締役会 
普通株式 195,348 ６ 平成19年３月31日 平成19年６月29日 

平成19年10月29日 

取締役会 
普通株式 113,897 3.50 平成19年９月30日 平成19年12月４日 

 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円) 

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 

平成20年５月14日 

取締役会 
普通株式 利益剰余金 113,866 3.50 平成20年３月31日 平成20年６月30日

 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前 事 業 年 度 

( 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日 ) 
 

当 事 業 年 度  

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,073,985千円

現金及び現金同等物 1,073,985千円
  

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 1,449,081千円

現金及び現金同等物 1,449,081千円
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 (リース取引関係) 
(単位 千円) 

前 事 業 年 度  

( 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日 ) 
 

当 事 業 年 度  

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 ① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

  
機械及び 
装  置 

 
車  両
運 搬 具

工具器具 
及び備品 

 
無  形
固定資産

 
合  計

取得価額 
相 当 額 

 262,700  2,870 19,528  21,344 306,442

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

 14,952  717 12,363  4,952 32,986

期末残高 
相 当 額 

 247,747  2,152 7,164  16,391 273,455

 

 
機械及び
装  置

車  両
運 搬 具

 工具器具 
及び備品 

 
無  形
固定資産

 
合  計

取得価額
相 当 額

262,700 2,870  19,528  29,034 314,132

減価償却
累 計 額
相 当 額

46,616 1,291  16,986  10,346 75,241

期末残高
相 当 額

216,083 1,578  2,541  18,687 238,891

 
 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 38,063

１ 年 超 239,114

合  計 277,177
 

 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 38,697

１ 年 超 205,977

合  計 244,674
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支 払 リ ー ス 料 30,912

減価償却費相当額 26,860

支払利息相当額 5,723
 

 ③ 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支 払 リ ー ス 料 49,796

減価償却費相当額 42,254

支払利息相当額 10,342
 

 ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法  ④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法 

    減価償却費相当額の算定方法 

    ……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法によっております。 

    減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

    利息相当額の算定方法 

    ……リース料総額とリース物件の取得価額相当額

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によっております。 

    利息相当額の算定方法 

同  左 

 オペレーティング・リース取引 

１年以内 1,914

１ 年 超 1,595

合  計 3,509
 

 オペレーティング・リース取引 

１年以内 1,595

１ 年 超 ―

合  計 1,595
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(有価証券関係) 

前事業年度（平成19年３月31日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位 千円) 

区     分 
前 事 業 年 度 
(平成19年３月31日現在) 

貸 借 対 照 表 計 上 額 が 
取 得 原 価 を 超 え る も の 

取 得 原 価 貸借対照表計上額 差     額 

株 式 61,430 124,928 63,498

貸 借 対 照 表 計 上 額 が 
取得原価を超えないもの 

取 得 原 価 貸借対照表計上額 差     額 

株 式 200,334 156,100 △44,233

合 計 261,764 281,029 19,264

 

２ 時価評価されていない有価証券 

(単位 千円) 

区         分 
前 事 業 年 度 
(平成19年３月31日現在) 

子 会 社 株 式 貸 借 対 照 表 計 上 額 

非 上 場 株 式 11,350 

そ の 他 有 価 証 券 貸 借 対 照 表 計 上 額 

非 上 場 株 式 5,000 
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当事業年度（平成20年３月31日現在） 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位 千円) 

区     分 
当 事 業 年 度 
(平成20年３月31日現在) 

貸 借 対 照 表 計 上 額 が 
取 得 原 価 を 超 え る も の 

取 得 原 価 貸借対照表計上額 差     額 

株 式 4,213 14,711 10,498

貸 借 対 照 表 計 上 額 が 
取得原価を超えないもの 

取 得 原 価 貸借対照表計上額 差     額 

株 式 257,551 222,648 △34,903

合 計 261,764 237,359 △24,404

 

２ 時価評価されていない有価証券 

(単位 千円) 

区         分 
当 事 業 年 度 
(平成20年３月31日現在) 

子 会 社 株 式 貸 借 対 照 表 計 上 額 

非 上 場 株 式 11,350 

そ の 他 有 価 証 券 貸 借 対 照 表 計 上 額 

非 上 場 株 式 5,000 
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(デリバティブ取引関係) 

 
前 事 業 年 度 

( 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日 ) 
 

当 事 業 年 度 

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容及び利用目的等 

   通常の営業過程における輸出取引の為替相場の変動

によるリスクを軽減するため、為替予約取引を行っ

ております。また、変動金利支払いの短期借入金に

ついて将来の取引市場の金利上昇が支払利息に及ぼ

す影響を一定の範囲にする目的で金利スワップ取引

を利用しております。 

１ 取引の状況に関する事項 

 (1) 取引の内容及び利用目的等 

   通常の営業過程における輸出取引の為替相場の変動

によるリスクを軽減するため、為替予約取引を行っ

ております。また、変動金利支払いの借入金につい

て将来の取引市場の金利上昇が支払利息に及ぼす影

響を一定の範囲にする目的で金利スワップ取引を利

用しております。 

  ① ヘッジ手段とヘッジ対象 

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象) 

金利スワップ 

為替予約 

借入金の利息 

外貨建金銭 

債権債務等 
 

  ① ヘッジ手段とヘッジ対象 

同  左 

  ② ヘッジ方針 

    外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目

的で為替予約取引を行い、また、借入金の金利変

動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行

っており、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ

ております。 

  ② ヘッジ方針 

同  左 

  ③ ヘッジの有効性評価の方法 

    各取引ごとにヘッジ有効性の評価を行っておりま

すが、金利スワップの特例処理の要件を満たして

いる場合は、その判定をもって有効性の判定に代

えております。 

    また、為替予約については、ヘッジ手段とヘッジ

対象に関する重要な条件が同一であり、継続して

為替の変動による影響を相殺する効果が見込まれ

るため、ヘッジの有効性の判定は省略しておりま

す。 

  ③ ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間にお

いて、ヘッジ対象の相場変動またはキャッシュ・

フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動または

キャッシュ・フロー変動の累計とを比較し、両者

の変動額等を基礎にして判定しております。 

なお、金利スワップの特例処理の要件を満たして

いる場合は、その判定をもって有効性の判定に代

えております。 

また、為替予約については、ヘッジ手段とヘッジ

対象に関する重要な条件が同一であり、継続して

為替の変動による影響を相殺する効果が見込まれ

るため、ヘッジの有効性の判定は省略しておりま

す。 

 (2) 取引に対する取組方針 

   通貨関連のデリバティブ取引については、主として

ドル建ての売上契約をヘッジするためのものである

ため、外貨建売掛金及び成約高の範囲内で行うこと

とし、投機目的のためのデリバティブ取引は行わな

い方針であります。また、金利関連のデリバティブ

取引については、市場金利変動リスクに晒されてい

る資産・負債に係るリスクを回避する目的にのみデ

リバティブ取引を利用しております。 

 (2) 取引に対する取組方針 

同  左 

 (3) 取引に係るリスクの内容 

   為替予約取引には、為替相場の変動によりリスク、

金利スワップ取引においては、市場金利の変動によ

るリスクをそれぞれ有しております。 

   なお、デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用

度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履

行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判

断しております。 

 (3) 取引に係るリスクの内容 

同  左 

 (4) 取引に係るリスク管理体制 

   当社のデリバティブ取引についての基本方針は取締

役会で決定され、経理部が実行及び管理を行ってお

ります。 

 (4) 取引に係るリスク管理体制 

同  左 
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２ 取引の時価等に関する事項 

前事業年度（平成19年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

(単位 千円) 

契約額等 
区
分 

種    類 

 うち１年超 

時  価 評価損益 

     

金利スワップ取引  

  

受取変動・支払固定 340,000 340,000 △8,420 △8,420

市

場

取

引 

以
外
の
取
引 

     

合      計 340,000 340,000 △8,420 △8,420

 
 (注) １ 時価の算定方法 

 契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

    ２ ヘッジ会計を適用している為替予約取引については、開示の対象から除いております。 

 

当事業年度（平成20年３月31日現在） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関連 

(単位 千円) 

契約額等 
区
分 

種    類 

 うち１年超 

時  価 評価損益 

     

金利スワップ取引  

  

受取変動・支払固定 340,000 340,000 △5,833 △5,833

市

場

取

引 

以
外
の
取
引 

     

合      計 340,000 340,000 △5,833 △5,833

 
 (注) １ 時価の算定方法 

 契約を締結している取引銀行から提示された価格によっております。 

    ２ ヘッジ会計を適用している金利スワップ取引については、開示の対象から除いております。 

 

(持分法損益等) 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

該当事項はありません。 
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(関連当事者との取引) 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

(単位 千円) 

関係内容 

属性 氏名 住所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容
又は職業

議決権等 
の所有 
(被所有)割合 役員の

兼任等
事業上
の関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

     (％)      

当社取締役
会長 

当社銀行借
入に対する
債務被保証 
(注)１ 

2,619,000 ─ ─ 

ハマイエン
ジニアリン
グ㈱取締役
会長 

役員及
びその
近親者 
武藤 公志 ─ ─ 

ハマイイン
タナショナ
ル㈱取締役
社長 

(被所有) 
直接 1.4
間接 0.3

─ ─ 

建物の賃貸 
(注)２ 

1,560 ─ ─ 

１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 当社は、銀行借入に対して当社取締役会長武藤公志より債務保証を受けております。なお、保証料の支払

は行っておりません。 

２ 建物の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて、賃貸料金額を決定しております。 

 

当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

役員及び個人主要株主等 

(単位 千円) 

関係内容 

属性 氏名 住所 
資本金又 
は出資金 

事業の内容
又は職業

議決権等 
の所有 
(被所有)割合 役員の

兼任等
事業上
の関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

     (％)      

当社取締役
会長 

当社銀行借
入に対する
債務被保証 
(注)１ 

2,207,250 ─ ─ 

ハマイエン
ジニアリン
グ㈱取締役
会長 

役員及
びその
近親者 
武藤 公志 ─ ─ 

ハマイイン
タナショナ
ル㈱取締役
社長 

(被所有) 
直接 1.4
間接 0.3

─ ─ 

建物の賃貸 
(注)２ 

1,560 ─ ─ 

１ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １ 当社は、銀行借入に対して当社取締役会長武藤公志より債務保証を受けております。なお、保証料の支払

は行っておりません。 

２ 建物の賃貸については、近隣の取引実勢に基づいて、賃貸料金額を決定しております。 
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(税効果会計関係) 
 

前 事 業 年 度 
(平成19年３月31日現在) 

当 事 業 年 度 
(平成20年３月31日現在) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

たな卸評価損否認 3,552千円

貸倒引当金限度超過額 3,416 〃 

未払事業税否認 33,189 〃 

退職給付引当金限度超過額 206,305 〃 

そ の 他 192,842 〃 

   繰延税金資産計 439,307 〃 

評 価 性 引 当 額 △258,648 〃 

   繰延税金資産合計 180,658 〃 
 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

(繰延税金資産) 

たな卸評価損否認 34千円

貸倒引当金限度超過額 9,677 〃 

未 払 賞 与 否 認 60,251 〃 

未払事業税否認 7,049 〃 

長期未払金否認 106,854 〃 

退職給付引当金限度超過額 199,336 〃 

そ の 他 41,322 〃 

   繰延税金資産計 424,526 〃 

評 価 性 引 当 額 △125,886 〃 

   繰延税金資産合計 298,640 〃 
 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

(調整)  

    交際費等永久に損金に算入されない項目 

 0.8〃 

住民税均等割 0.4〃 

評価性引当額 7.5〃 

その他 △0.1〃 

    税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 49.0％ 
  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.4％ 

(調整)  

    交際費等永久に損金に算入されない項目 

 0.7〃 

住民税均等割 0.6〃 

評価性引当額 △12.3〃 

その他 0.0〃 

    税効果会計適用後の法人税等の負担率 

 29.4％ 
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(退職給付関係) 

 
前 事 業 年 度 
(平成19年３月31日現在) 

当 事 業 年 度 
(平成20年３月31日現在) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制

度、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度(総合設

立型)を採用しております。なお、退職一時金制度に

ついては設立時に設定し、適格退職年金制度について

は昭和39年７月１日から契約しております。 

   また、日本工作機械関連工業厚生年金基金(総合設

立型)に昭和46年１月１日から加入しておりますが、

自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算す

ることができないため、当該年金基金への要拠出額を

退職給付費用として処理しております。なお、同基金

の年金資産残高のうち当社の掛金拠出割合に基づく平

成19年３月31日現在の年金資産残高は654,529千円で

あります。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

   当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制

度、適格退職年金制度及び厚生年金基金制度(総合設

立型)を採用しております。なお、退職一時金制度に

ついては設立時に設定し、適格退職年金制度について

は昭和39年７月１日から契約しております。 

   また、日本工作機械関連工業厚生年金基金(総合設

立型)に昭和46年１月１日から加入しておりますが、

自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算す

ることができないため、当該年金基金への要拠出額を

退職給付費用として処理しております。 

 ・要拠出額を退職給付費用として処理している複数事業

主制度に関する事項 

 (1) 制度全体の積立状況に関する事項（平成19年３月31

日現在） 

年金資産の額 132,458,760千円

年金財政計算上の給付債務の額 139,970,939千円

差引額 △7,512,178千円

 (2) 制度全体に占める当社の掛金拠出割合（平成19年３

月31日現在） 

 0.49％ 

 (3) 補足説明 

   上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の

過去勤務債務残高34,121,816千円および剰余金

26,110,119千円であります。 

   本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年

元利均等償却であり、当社は、当事業年度の財務諸表

上、特別掛金13,798千円を費用処理しております。 

   なお、上記(2)の割合は当社の実際の負担割合とは

一致いたしません。 

２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 △577,785千円

年金資産 67,506千円

退職給付引当金 △510,279千円
 

２ 退職給付債務に関する事項 

退職給付債務 △555,444千円

年金資産 62,403千円

退職給付引当金 △493,041千円
 

３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 82,600千円

厚生年金基金(総合設立型)への 
拠出額 

33,019千円

退職給付費用 115,620千円
 

３ 退職給付費用に関する事項 

勤務費用 58,136千円

厚生年金基金(総合設立型)への 
拠出額 

34,812千円

退職給付費用 92,949千円
 

４ 当社は、退職給付債務及び退職給付費用の算定方法と

して簡便法を採用しております。 
４ 当社は、退職給付債務及び退職給付費用の算定方法と

して簡便法を採用しております。 
 (追加情報) 

 当事業年度より、「『退職給付に係る会計基準』の

一部改正(その２)」(企業会計基準第14号 平成19年

５月15日)を適用しております。 
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(ストック・オプション等関係) 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

(企業結合等関係) 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

該当事項はありません。 

 

(１株当たり情報) 

 
前 事 業 年 度 

( 自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日 ) 
 

当 事 業 年 度 

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

１株当たり純資産額 89円54銭

１株当たり当期純利益 21円26銭
 

１株当たり純資産額 101円99銭

１株当たり当期純利益 23円39銭
 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

１株当たり純資産額の算定上の基礎 

 貸借対照表の純資産の部の 

 合計額 
2,915,104千円

 普通株式に係る純資産額 2,915,104千円

 差額の主な内訳 該当事項はありません。

 普通株式の発行済株式数 32,624,000株

 普通株式の自己株式数 65,834株

 １株当たり純資産額の算定に 

 用いられた普通株式の数 
32,558,166株

 

１株当たり純資産額の算定上の基礎 

 貸借対照表の純資産の部の 

 合計額 
3,318,191千円

 普通株式に係る純資産額 3,318,191千円

 差額の主な内訳 該当事項はありません。

 普通株式の発行済株式数 32,624,000株

 普通株式の自己株式数 90,828株

 １株当たり純資産額の算定に 

 用いられた普通株式の数 
32,533,172株

  

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 損益計算書上の当期純利益 692,408千円

 普通株式に係る当期純利益 692,408千円

 普通株主に帰属しない金額の 
 主要な内訳 

該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数 32,562,565株
 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 損益計算書上の当期純利益 761,085千円

 普通株式に係る当期純利益 761,085千円

 普通株主に帰属しない金額の 
 主要な内訳 

該当事項はありません。

 普通株式の期中平均株式数 32,543,874株
 

 

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 
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５ そ の 他 

(1) 生産、受注および販売の状況 

① 生 産 実 績 

(単位 千円) 

前 事 業 年 度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

当 事 業 年 度 

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

増    減 
機   種 

金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 

％ ％

ラ ッ プ 盤 8,885,792 70.4 7,507,114 62.2   △ 1,378,678 

ホ ブ 盤 559,375 4.4 1,074,101 8.9 514,726 

フ ラ イ ス 盤 278,030 2.2 301,876 2.5 23,846 

レ ン ズ 加 工 機 69,972 0.6 215,300 1.8 145,328 

Ｃ Ｍ Ｐ 914,891 7.3 860,780 7.1   △ 54,111 

部 品 1,872,534 14.8 2,072,593 17.2 200,059 

歯 車 41,591 0.3 38,838 0.3   △ 2,753 

そ の 他 629 0.0 ― ―   △ 629 

合       計 12,622,816 100.0 12,070,605 100.0   △ 552,211 

 

② 受 注 実 績 

1) 受  注  高 

(単位 千円) 

前 事 業 年 度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

当 事 業 年 度 

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

増    減 
機   種 

金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 

％ ％

ラ ッ プ 盤 7,412,272 63.6 7,387,728 63.7   △ 24,544 

ホ ブ 盤 860,982 7.4 876,503 7.6 15,521 

フ ラ イ ス 盤 355,565 3.0 319,777 2.8   △ 35,788 

レ ン ズ 加 工 機 112,472 1.0 238,800 2.1 126,328 

Ｃ Ｍ Ｐ 906,271 7.8 831,780 7.2   △ 74,491 

部 品 1,968,134 16.9 1,884,141 16.3   △ 83,993 

歯 車 42,391 0.3 40,038 0.3   △ 2,353 

そ の 他   △ 2,770 △ 0.0 ― ― 2,770 

合       計 11,655,319 100.0 11,578,770 100.0   △ 76,549 

 



 
05_0693003102006.doc 
浜井産業㈱様 決算短信  2008/05/10 23:46印刷 34/2 

― 34 ― 

浜井産業㈱(6131) 平成20年３月期決算短信(非連結)

2) 受 注 残 高 

(単位 千円) 

前 事 業 年 度 
(平成19年３月31日現在) 

当 事 業 年 度 
(平成20年３月31日現在) 

増    減 
機   種 

金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 

％ ％

ラ ッ プ 盤 3,139,304 64.4 3,394,517 71.2 255,213 

ホ ブ 盤 498,207 10.2 284,688 6.0   △ 213,519 

フ ラ イ ス 盤 185,935 3.8 225,836 4.7 39,901 

レ ン ズ 加 工 機 42,500 0.9 66,000 1.4 23,500 

Ｃ Ｍ Ｐ 455,000 9.3 426,000 8.9   △ 29,000 

部 品 548,100 11.2 359,647 7.5   △ 188,453 

歯 車 10,800 0.2 12,000 0.3 1,200 

そ の 他 ― ― ― ― ― 

合       計 4,879,847 100.0 4,768,691 100.0   △ 111,156 

 

③ 販 売 実 績 

(単位 千円) 

前 事 業 年 度 

(自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日)
 

当 事 業 年 度 

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日 ) 
 

増    減 
機   種 

金    額 構 成 比 金    額 構 成 比 金    額 

％ ％

ラ ッ プ 盤 8,885,792 70.4 7,132,515 61.0   △ 1,753,277 

ホ ブ 盤 560,575 4.4 1,090,021 9.3 529,446 

フ ラ イ ス 盤 278,030 2.2 279,876 2.4 1,846 

レ ン ズ 加 工 機 69,972 0.6 215,300 1.9 145,328 

Ｃ Ｍ Ｐ 914,891 7.3 860,780 7.4   △ 54,111 

部 品 1,872,534 14.8 2,072,593 17.7 200,059 

歯 車 41,591 0.3 38,838 0.3   △ 2,753 

そ の 他 629 0.0 ― ―   △ 629 

合 計 12,624,016 100.0 11,689,926 100.0   △ 934,090 

(う ち 輸 出 高) (6,614,710) (52.4) (7,571,202) (64.8) (956,492)
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(2) 役 員 の 異 動 

① 代表者の異動 

該当事項はありません。 

 

② その他の役員の異動 

該当事項はありません。 




